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衆議院財務金融委員会ニュース

H23.10.26 第 179 回国会第２号

10月 26 日（水）、第２回の委員会が開かれました。

１ 財政及び金融に関する件

・安住財務大臣、自見国務大臣（金融担当）、中塚内閣府副大臣、黄川田総務副大臣、五十嵐財務副大臣、松下経済産

業副大臣、福田総務大臣政務官、北神経済産業大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本銀行総裁 白 川 方 明君

（質疑者及び主な質疑内容）

藤 田 憲 彦君（民主）

・円高に対する安住財務大臣の認識を伺いたい。また、Ｇ20

（平成23年10月14日・15日開催）において我が国が主張し

た内容について伺いたい。

・中小企業金融円滑化法の効果について自見金融担当大臣に

伺いたい。また、中小企業向け新規融資に関する今後の対

策についてどのように考えているか。

・円高対応緊急ファシリティの創設における効果はどのよう

なものか。またこの制度を周知することが大事だと思うが

いかがか。

緒 方 林太郎君（民主）

・減債制度の意義について伺いたい。また、過去に定率繰入

れを停止した実績について伺いたい。

・地方財政計画額と決算額との乖離について伺いたい。また、

地方財政計画額が過大計上されているという懸念に対する

総務省の見解を伺いたい。

・追加財政需要額の実績について伺いたい。全額活用されて

いないのならば、正確に見積もるべきだと思うがいかがか。

斎 藤やすのり君（民主）

・東日本大震災による宅地被害に対する予算が平成23年度第

３次補正予算に計上されたが、震災から７か月後となった

理由を伺いたい。

・環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）について、締結

のメリット、デフレの原因となる可能性等について伺いた

い。また、安住財務大臣のＴＰＰに対する見解を伺いたい。

・ＴＰＰ締結交渉への参加に向けた政府の動きは拙速ではな

いか。また、交渉参加後の離脱の可能性について、安住財

務大臣の見解を伺いたい。

西 村 康 稔君（自民）

・最近の円高を是正するため、市場の予想を超える大規模な

為替介入を、我が国単独であっても実施すべきではないか。

併せて、国際協力銀行の円高対応緊急ファシリティを活用

し、積極的に海外資産を購入すべきではないか。

・デフレ脱却のため、日銀の資産買入等の基金を大幅に増額

するなど、一層積極的に国債買入れを行うべきではないか。

また、無担保コールレートをより０％近辺まで引き下げる

べきではないか。

・復興産業集積区域（仮称）において新規立地新設企業の法

人税を５年間無税とする措置の詳細を伺いたい。また、平

成23年度第３次補正予算に盛り込まれた立地補助金は、平

成24年度以降に立地を検討する企業にも適用されるか。

・東日本大震災被災地支援の観点から、漁業に係るＡ重油に

対する石油石炭税の免税措置及び軽油引取税の課税免除措

置を継続すべきではないか。

山 本 幸 三君（自民）

・今般のＧ20 声明に盛り込まれた為替レート及び経常黒字

国についての文言は、我が国の通貨外交の失敗の結果だと

考えるが、安住財務大臣の認識を伺いたい。

・Ｇ20 で安住財務大臣が消費税率を 10％へ引き上げるため

の法案提出に言及したとされているが、これは国際公約と

受け取られる懸念があるのではないか。

・今般のＧ20 声明をめぐる経験を踏まえ、11 月に開催され

るＧ20 カンヌ・サミットに臨む安住財務大臣の決意を伺

いたい。

あ べ 俊 子君（自民）

・電気料金の算定方式の見直しについて、電気事業法の改正

も含めた抜本的な対応を取るべきだと考えるが、政府とし

て結論を出す時期を明らかにしてもらいたい。

・社会保障・税に関わる番号制度を導入するための法案は、

システム構築に要する時間を考慮し、早期に提出すべきで

はないか。
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2

・民間の医療保険の広告について、規制を強化する必要があ

ると考えるが、金融庁の認識を伺いたい。

竹 内 譲君（公明）

・赤字国債は本年度も財源の確保がなされないまま 37 兆円

発行されるが、復興債についてのみ償還財源を確保しよう

とすることは意味がないのではないか。

・財政再建のためのレベニュー債等の新制度導入に関する検

討状況について伺いたい。

・年金改革の道筋がつかないまま、消費税の増税だけを進め

ることは国民の納得が得られないのではないか。

佐々木 憲 昭君（共産）

・子ども手当の差し押さえが禁止されている趣旨を伺いたい。

・差し押さえ禁止の手当を振込直後に滞納処分として差し押

さえることについて安住財務大臣の見解を伺いたい。

・国から支給された手当が支給直後に差し押さえられた件数

は何件あるか把握しているのか。


